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（１）背景・目的 
 

我が国の産業金融においては、依然として銀行貸出を中心とした間接金融のプレゼンスが大きく、中

堅・中小企業への資金供給は、今後も引き続き間接金融を中心として行われるものと見込まれる。従っ

て、今後も、金融機関等が企業に対し多様な資金調達手法を提供できるよう、制度環境整備を進め、間接

金融の機能強化を図る重要性は極めて高い。 

こうした状況において、金融機関等が企業に対し多様な資金調達手法を提供できるよう、間接金融の機

能強化が図られる中で、不動産等の従来型担保に依存せず、企業の事業収益を審査し、その資産 （在庫、

売掛債権等）を担保とする  動産 ・債権担保融資 （Asset-based Lending  ABL）」（以下、 ABL」）の普及

促進が図られ、金融機関における取組みが普及してきた。 

また、近年では FinTech （フィンテック）を活用した新たな融資手法の実用化が進み、我が国の金融を

とりまく環境は急速に変化しつつある。こうした取組みの普及状況を明らかにし、普及の阻害要因となっ

ている実務面・制度面の課題整理、及びその解決のための方策を検討することも重要となっている。 

 本調査では、 企業の多様な資金調達手法に関する実態調査」として、ABL ならびに FinTech を活用し

た新たな資金調達手法等の利用実態を把握しつつ、その効果や課題を明らかにすることを目的として、金

融機関等へのアンケート調査を実施した。また、実際に金融サービスを提供する金融機関に対し、アンケ

ートだけでは明確にならない実態について直接ヒアリングを実施した。 

 

（２）アンケート調査の実施要領 

 

 ・調査名称 企業の多様な資金調達手法に関する実態調査 

 ・調査対象 ABL の貸し手として期待される金融機関等 621 社 

 ・調査方法 郵送送付、郵送及びメールによる回収 

 ・調査期間 2018 年 12 月 5 日（発送）～2018 年 12 月 21 日 

 ・有効回答 492 社（有効回答率 79.2％） 

 

 

（３）アンケート調査の結果 

 金融機関の業態別回収機関の総数における各業態の内訳を表 1に示す。 

 

表 1.回答機関の業態別内訳 

 

2017年 2016年

件数(n) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

1 都市銀行､信託銀行 9 1.8 1.2 0.8
2 地方銀行 44 8.9 9.8 6.5
3 第二地方銀行 33 6.7 6.1 6.0
4 信用金庫･信金中央金庫 234 47.6 45.7 47.5
5 信用組合 118 24.0 25.4 28.0
6 政府系金融機関 4 0.8 1.0 0.8
7 系統金融機関 43 8.7 9.8 5.8
8 その他の銀行 4 0.8 0.8 0.0
9 その他 3 0.6 0.4 4.8

全体 492 100 100 100
1) 2016年のリース会社および商社は「9.その他」に含む

No.
業態

2018年
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１．ABL の融資実績 

 

Q1.ABL の実績 

ABL 融資実施率の経年変化を図 1に、また業態別の ABL 実施率比較を図 2及び図 3に示す。ABL 融資

実施率の経年変化を見ると  2017 年度までに ABL の融資実績がある」と回答した機関は全体の 7割を超

えた。 

業態別の実施率については、図 2 ・図 3の通りである。地方銀行、第二地方銀行で特に高い実施率とな

り 97％に達した。また、信用組合や系統金融機関、信用金庫 ・信金中央金庫において、2017 年度中に初

めて融資を実施したと回答する金融機関が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.ABL 融資実施率の経年変化 
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図 2. 業態別 ABL の融資実績の有無（2017 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.業態別 ABL の融資実績の有無（2016 年度） 
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Q2.市場規模と内訳 

ABL の実績推移を図 4に、担保種別の ABL 実行件数と実行額を図 5に、業態別の ABL の実績について

表 2に示す。 

図 4 によると、2017 年の ABL 実行件数は 10,061 件、実行総額は 814,879 百万円である。2009 年度以

来減少を続けていた実行件数は、2012 年度以降大きく増加し、2015 年度は実行件数 ・実行総額ともに調

査開始以来最大となったが、2016 年度、2017 年度は減少している。実行総額は昨年度と比較し、200 億

円あまり増加している。 

担保の種類別の ABL 実行件数および実行額1について、図 5によると、実行件数では  債権のみを担保

とした融資」が最も多く、4,337 件となり、昨年度 （2016 年度）と比べ 1,000 件程度増加している。続い

て、 機械設備のみを担保とした融資」が 1,944 件となったが、 機械設備のみを担保とした融資」は昨年

度 （2016 年度）調査と比べ 900 件あまり減少している。実行額では、 債権のみを担保とした融資」 （318,143

百万円）が最も多く、 機械設備と債権の両方を担保とした融資」 （219,326 百万円）がそれに続いて多か

った。昨年度調査との比較では、 機械設備と債権の両方を担保とした融資」が大きく減少した一方で、

 債権のみを担保とした融資」が大きく増加している。 棚卸資産のみを担保とした融資」についても、

実行額が増加している。 

次に、2016 年度中と 2017 年度中の ABL の実績計数 （業態別）を表 2に示す。ABL 全体のうち、信用

保証協会の ABL 保証を受けていない プロパー案件」と、他行との協調融資 シンジケート案件」の実

績計数も併せて示す。表 2によると、業態別では、信用金庫 ・信金中央金庫の実行件数が最も多く 3,005

件であり、地方銀行が 2,274 件とそれに次いでいる。実行額では、地方銀行が 338,436 百万円で最も多

い。 

同じく表 2 より、プロパー案件では、実行件数 8,710 件、実行額 681,133 百万円と、件数では ABL 全

体の約 87%、実行額では約 84%を占めている。業態別では、信用金庫 ・信金中央金庫の実行件数が 2,528

件と多く、実行額では、地方銀行（292,583 百万円）の数値が大きかった。 

シンジケート案件は実行件数 384 件、実行額 145,162 百万円となっている。業態別では、地方銀行の

実行件数 135 件と最も多く、実行額でも地方銀行（51,135 百万円）が最も大きくなった。昨年度（2016

年度）と比較すると、プロパー案件、シンジケート案件ともに実行件数は減少している一方、実行額は増

加している。 

  

                                                
1実行件数及び実行額については、担保種類別をはじめとした各種内訳について未回答の機関があるため、内訳の合計が

必ずしも全体の数字と一致しない（例：表 3 において「全体」の実績と「うちプロパー案件」＋「うちシンジケート案

件」の合計実績は一致しない）。 
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図 4 ABL の実績推移（2008 年度～2017 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 担保種別（大分類）の ABL 実行件数と実行額 
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表 2.業態別 ABL 実績件数・実行額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【2016年度】

業態
実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

都市銀行､信託銀行 2 80 81,583 1,020 1 3 66,807 22,269 2 25 46,977 1,879

地方銀行 45 2,151 302,105 140 43 1,970 260,320 132 31 76 35,989 474

第二地方銀行 27 761 73,872 97 25 551 61,771 112 17 22 4,545 207

信用金庫･信金中央金庫 157 2,655 149,102 56 128 1,963 128,049 65 63 47 9,739 207

信用組合 52 666 34,936 52 44 636 33,788 53 20 20 1,069 53

政府系金融機関 4 3,451 106,405 31 3 3,287 85,964 26 2 147 17,481 119

系統金融機関 19 1,150 44,541 39 14 1,034 40,869 40 5 98 8,682 89

その他 1 7 1,873 268 1 7 1,873 268 0 0 0 0

全体（上記合計） 307 10,921 794,417 73 259 9,451 679,441 72 140 435 124,482 286

全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件

【2017年度】

業態
実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

実施

機関数
件数

実行額

（百万円）

1件あたり

実行額

都市銀行､信託銀行 4 168 114,761 683 4 138 87,610 635 4 38 38,195 1,005

地方銀行 38 2,274 338,436 149 35 2,014 292,583 145 20 135 51,135 379

第二地方銀行 30 1,897 185,878 98 26 1,486 157,063 106 8 70 37,841 541

信用金庫･信金中央金庫 123 3,005 112,316 37 102 2,528 91,769 36 19 89 10,516 118

信用組合 39 587 23,222 40 33 466 19,287 41 6 40 3,459 86

政府系金融機関 3 1,605 21,809 14 3 1,598 19,634 12 1 7 2,175 311

系統金融機関 16 481 17,374 36 10 436 12,103 28 4 5 1,841 368

その他 2 44 1,085 25 2 44 1,085 25 0 0 0 0

全体（上記合計） 255 10,061 814,879 81 215 8,710 681,133 78 62 384 145,162 378

全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件
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Q3.融資残高 

ABL 融資残高を表 3 に示す。2017 年度末の ABL 融資残高は、総額 2,495,682 百万円で、業態別では、

地方銀行（1,136,208 百万円）が最も大きく、ABL 全体の 45.6%を占めた。昨年度と比較しても、地方銀

行が占める割合は 2.1 ポイント程度増加している。一方で、政府系金融機関の ABL 全体の融資残高が減

少している。 

プロパー案件は、ABL 全体の 74.2%にあたる 1,850,741 百万円、シンジケート案件は、ABL 全体の 20.0%

にあたる 499,614 百万円となった。 

ABL 全体の融資残高は、プロパー案件 （ABL 保証なし）、シンジケート案件に加え、ABL 保証付き案件

を含める為、プロパー案件とシンジケート案件の合計と一致しない。 

 

 

表 3.ABL 融資残高 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【2017年度】

うちプロパー案件 うちシンジケート案件
（百万円） （百万円）

都市銀行､信託銀行 4 640,996 235,000 287,575

地方銀行 40 1,136,208 990,572 138,407

第二地方銀行 32 325,686 300,082 37,602

信用金庫･信金中央金庫 174 260,319 215,972 18,188

信用組合 54 59,024 53,529 4,068

政府系金融機関 1 46,813 36,840 9,973

系統金融機関 17 23,036 15,146 3,801

その他 2 3,600 3,600 0

全体（上記合計） 324 2,495,682 1,850,741 499,614
※プロパー案件とシンジケート案件の合計はABL全体と一致しない。

残高保有
機関数

ABL全体
業態

【2016年度】

うちプロパー案件 うちシンジケート案件

（百万円） （百万円）

都市銀行､信託銀行 2 520,004 261,741 257,928

地方銀行 45 965,915 876,042 92,035

第二地方銀行 27 209,008 167,809 12,398

信用金庫･信金中央金庫 173 296,289 247,564 13,731

信用組合 51 71,986 63,354 2,065

政府系金融機関 2 111,204 95,335 15,099

系統金融機関 19 42,745 39,392 7,162

その他 1 1,668 1,668 0

全体（上記合計） 320 2,218,819 1,752,905 400,418

残高保有

機関数
ABL全体

業態
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Q4.融資先業種別の ABL 融資件数 

融資先企業の業種別の ABL 融資件数を図 6に示す。今年度 （2017 年度）調査においても、融資先の業

種で最も多い業種は製造業の 2,588 件で全体の 25.6%を占める。昨年度（2016 年度）調査の結果との比

較では、医療業で融資件数の増加がみられたものの、製造業や漁業など多くの業種では融資件数が減少し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.融資先業種別の ABL 融資件数 
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Q5.ABL の融資先規模別の融資件数 

融資先の企業規模別の ABL 融資件数について、法定中小企業2への ABL 実施が 9,098 件と最も多く、全

体の 95.7%を占めている。中堅企業（法定中小企業及び大企業（資本金 10 億円以上）に当てはまらない

もの）への ABL 実施は 363 件、大企業への ABL 実施は 42 件となった。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.融資先規模別の融資件数 

 

 

 

  

                                                

2法定中小企業とは中小企業基本法に基づき、業種別に以下の資本金に関する要件、または（常時雇用）従

業員に関する要件のいずれかを満たすものをいう。 

小売業    ･･･ 資本金5,000万円以下または従業員50人以下 

サービス業  ･･･ 資本金5,000万円以下または従業員100人以下 

卸売業    ･･･ 資本金1億円以下または従業員100人以下 

その他の業種 ･･･ 資本金3億円以下または従業員300人以下 

 

8,041

492

173

9,098

363

42

0 5,000 10,000 15,000

法定中小企業

中堅企業

大企業（資本金10億円以上）

融資件数

2016年度

2017年度
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Q6.担保種類別融資件数と実行額 

担保種別の融資実行件数と実行額は図 8の通りである。実行件数 ・融資実行額ともに、動産では、太陽

光発電設備（2,044 件、252,162 百万円）が最も多く、また債権では、太陽光発電と推測される売電債権

（2,573 件、264,082 百万円）が最も多くなっており、動産及び債権とも太陽光発電に関連した融資が、

昨年度比で減少しているとは言え、引き続き多くなっている。 

また、 債権」項目において、売電債権の次に多いのが、実行件数では電子記録債権（1,060 件）であ

り、実行金額では売掛債権（100,632 百万円）となっている。 

昨年度（2016 年度）の調査結果との比較では、太陽光発電設備について、件数、実行金額ともに昨年

度を下回っている。総じて、実行件数は増加しているものの、実行金額は減少している。 
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図 8. 動産担保種類別（小分類）の融資件数と実行額 

 

 

 

【2016年度】

工作機械､建設機械 80 9,000

業務用車両 41 1,418

太陽光発電設備 2,672 333,845

その他設備 210 28,014

厨房機器 0 0

医療機器 7 2,350

OA機器､什器等 5 800

その他の機器 51 1,870

鉄､非鉄､貴金属 24 5,121

天然素材 8 904

家畜(肉用牛､豚等) 401 33,596

家畜(生産用) 2 752

冷凍水産物 320 19,649

その他の原材料 90 5,498

仕掛品 仕掛品 381 6,792

衣料品 39 5,434

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品 35 4,548

酒類 29 4,982

食品 128 12,243

家電 4 1,930

DIY用品 1 66

自動車 22 6,066

その他の製品 223 21,080

売掛債権 682 48,348

売電債権 2,969 349,469

介護報酬債権 214 7,381

診療報酬請求債権 417 25,414

工事請負代金債権 54 2,189

電子記録債権 729 2,854

ﾘｰｽ債権/割賦債権 19 7,064

その他の債権 91 68,180

債権

製品

原材料

機器

設備

担保の種類 実行件数 実行額（百万円）

【2017年度】

工作機械、建設機械 75 6,352

業務用車両 24 1,609

太陽光発電設備 2,044 252,162

その他設備 164 9,221

厨房機器 2 250

医療機器 7 1,416

OA機器、什器 1 120

その他の機器 19 1,859

鉄、非鉄、貴金属 31 7,691

天然素材（羊毛、繭、羽毛等） 16 101

家畜（肉用牛、豚等） 2 29,363

家畜（生産用） 33 8,330

冷凍水産物（マグロ、エビ等） 67 19,225

その他の原材料 307 16,465

仕掛品 - 385 8,042

衣料品 61 5,548

ブランド品（時計、バック、化粧品等） 107 7,248

酒類（清酒、ワイン等） 44 3,698

食品（冷凍食品、加工食品等） 233 16,533

家電 6 271

ＤＩＹ用品 1 200

自動車 53 10,394

その他の製品 375 34,100

売掛債権 997 100,632

売電債権 2,573 264,082

介護報酬債権 210 5,507

診療報酬請求債権 756 65,250

工事請負代金債権 258 2,807

電子記録債権 1,060 5,481

ﾘｰｽ債権/割賦債権 71 47,895

その他の債権 86 55,405

債権

製品

原材料

機器

設備

担保の種類 実行件数 実行額（百万円）
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担保種別（中分類）の融資実行額の推移は図 9の通りである。 

太陽光発電設備を担保とした融資実行額は 2015 年度をピークに 2016 年度、2017 年度は減少に転じて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9. 動産担保種類別（中分類）の融資実行額の推移 

 

 

  

太陽光発電

設備

設備（太陽

光設備除く）
機器 原材料 仕掛品 製品

2015年 担保種別実行額 407,927 22,040 2,373 72,814 4,943 60,909

2016年 担保種別実行額 333,845 38,432 5,020 65,520 6,792 56,348

2017年 担保種別実行額 252,162 17,182 3,645 81,175 8,042 77,992

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000（百万円）
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Q7.ABL の対象が集合動産・債権か否かの別と融資実行件数・実行額 

ABL の対象が集合動産・債権か否かで実行件数・実行額を整理したところ、実行件数では特定債権を

対象とした融資 （3,317 件）が最も多い一方で、実行額については、流動集合物動産を対象にした場合が

279,962 百万円となり、最も多かった。昨年度 （2016 年度）調査結果との比較では、集合債権は、実行件

数・実行額ともに増加したが、それ以外については実行件数・実行額ともに減少している。 

 

 
 

 

 
 

図 10. ABL の対象が集合動産・債権か否かの別と融資実行件数・実行額 
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担保の特定方法 実行件数
実行額

（百万円）
実行件数

実行額
（百万円）

特定動産 3,820 200,327 3,060 140,578

流動集合動産 2,801 294,431 2,395 279,962

特定債権 3,569 310,314 3,317 270,112

集合債権 1,799 176,162 2,327 201,173

2016年度 2017年度
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Q8.融資期間別の融資件数と実行額 

融資期間別の ABL 実行件数、実行額については、融資実行件数では融資期間が 1年未満の融資が最も

多く （4,353 件）、全体の 52.2%を占めた。融資実行額では融資期間が 10 年以上の融資が最も多く （331,845

百万円）全体の 43.9%を占めている。長期と短期の二極化傾向にあることが見て取れる。昨年度 （2016 年

度）の調査結果と比較すると、融資件数では、10 年以上の融資の件数が減少し、1 年未満の融資の件数

が増加している。融資実行額においても、10 年以上の融資実行額は減少し、１年未満の融資実行額は増

加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11. 融資期間別の融資件数と実行額 
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Q9.融資先の信用状況の傾向 

取引先企業の信用状況については、 債務者区分でおおむね正常先に相当する企業が多い」と回答して

いる機関が 73.1%と最も多く、次いで  おおむね要注意先に相当する企業が多い」と回答した機関が 22.2%

となっている。2016 年度調査と比較しても大きな変化は見られなかった。また、業態別（図 13）では、

その他以外の機関においては  おおむね正常先に相当する企業が多い」と回答する機関が多いことがわか

る。信用金庫 ・信金中央金庫で  おおむね要注意先に相当する企業が多い」と回答した機関が比較的多く

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12.取引先企業の信用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13.取引先企業の信用状況（業態別） 
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Q10.融資先の借入状況の傾向 

ABL 実施前の融資先の借入状況の傾向について、図 14 によると、ABL 以外の  従来型の担保 ・保証 ・

信用による貸付」の余地が不十分だった事例の方が多い、と回答している機関が全体の 41.2%を占めてい

る。昨年度 （2016 年度）調査と比較し、 従来型の担保 ・保証 ・信用による貸付」の余地が不十分だった

事例の方が多いと回答する機関が 23.3 ポイント減少し、融資先の借入状況に比較的大きな変化がみられ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14.ABL を実施した融資先の借入状況 
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Q11.取引先企業のイメージ 

取引先企業のレベル （複数回答）について、 成熟期にある企業」と回答する機関が最も多く （全体の

64.1%）、次に 発展期にある企業」が多い。創業期、衰退期、再生期にある企業への ABL 実施は他の企

業レベルの実施率に比べて低く、ある程度のリスクが抑えられる企業でなければ、多くの金融機関は ABL

を実施していないと推察される。 

昨年度 （2016 年度）の調査結果と比較すると、 創業期にある企業」、 成熟期にある企業」、 衰退期に

ある企業」、 再生期にある企業」と回答する機関がそれぞれ増加しているのに対して、 発展期にある企

業」、と回答した機関は減少しているのが特徴的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.ABL を実施した主な取引先企業レベルのイメージ 
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図 16.ABL を実施した主な取引先企業レベルのイメージ（業態別） 
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２．ABL の実施方針・体制 

 

Q12.ABL の実施方針  

ABL の実施方針については、 一般担保とならなくても取り組むが、原則、対抗要件を具備した担保設

定を行う」との回答が 55.1%と最も多くなった。昨年度調査と比較しても概ね同じ傾向であった。業態別

で見ると、地方銀行、第二地方銀行において  一般担保とならなくても取り組むが、原則、対抗要件を具

備した担保設定を行う」が比較的高い値となった。 

また、系統金融機関や信用組合では  対象動産 ・債権が一般担保となる場合に取り組む」の割合が半数

以上であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17.ABL の実施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18.ABL 実施方針（業態別） 
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対象動産･債権が一般担保となる場合に取り組む

一般担保とならなくても取り組むが､

原則､対抗要件を具備した担保設定を行う

担保設定はするが対抗要件具備は原則行わず､

ｺﾍﾞﾅﾝﾂの設定により対応する

在庫や売掛金の増減などのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを重視して対応する

2016年度調査 n=477  2017年度調査 n=468

%

2016年

2017年

16.7

2.3

6.1

29.6
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59.5

60.0

66.7

88.6
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57.5

33.3

100.0

35.7
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3.0

2.2

2.8

16.7

9.1

3.0
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4.8
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系統金融機関 (n=42)

その他 (n=5)

対象動産･債権が一般担保となる場合に取り組む

一般担保とならなくても取り組むが､原則､対抗要件を具備した担保設定を行う

担保設定はするが対抗要件具備は原則行わず､ｺﾍﾞﾅﾝﾂの設定により対応する

在庫や売掛金の増減などのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを重視して対応する
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Q13.今後の ABL の実施方針  

今後の ABL 実施方針については、ABL の実績がある先において 現状を維持する」と回答した機関が

77.1%と最も多くなった。昨年度 （2016 年度）の調査結果との比較では、 現状を維持する」と回答した

機関の割合が 4ポイント近く増加している。また、ABL の実績がない先においては、 ABL の取り組みを

予定していない」と回答した機関が 79.3%と一番多い。 

 

 

 【ABL の実績がある機関】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19.今後の ABL 実施方針（ABL 実績あり） 

 

 【ABL の実績がない機関】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20.今後の ABL 実施方針（ABL 実績なし） 
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動産ABLのみ取り組みを強化する
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図 21.今後の ABL の実施方針（業態別） 2017 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22.今後の ABL の実施方針（業態別） 2016 年度 
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(ABL実績なし)ABLの取り組みを予定していない
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Q14.今後、ABL の取組を維持、強化の方針をとる理由  

今後  ABL の取り組みを強化する」、 現状を維持する」の方針をとる理由 （複数回答）については、昨

年度調査に引き続き、 取引先の取引状況をモニタリングできるから」（48.8）が最も多くなった。次いで、

 取引先のニーズに合った融資スキームだから」（43.3%）、 信用力が低い取引先への取引拡充ができる

から」（36.1%）、となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23. ABL の取組の維持、強化の方針をとる理由 
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4.6

27.0
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取引先の取引状況をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞできるから

信用力の低い取引先への取引拡充ができるから

融資枠を事業の状況に合わせて機動的に調整できるから

担保種類を増やし担保の集中ﾘｽｸを緩和できるから

保全により損失を軽減できるから

取引先を囲い込むことができるから

取引先のﾆｰｽﾞにあった融資ｽｷｰﾑだから

取引先にABLで融資を受けたいという要望があるから

ABL市場が拡大しているから

地域の産業･企業育成の観点で有用な手段だから

その他

%

2015年度調査 n=389  (MA）  201７年度 n=379  (MA）  

2016年

2017年
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Q15.ABL 取組を予定していない、もしくは縮小する方針をとる理由 

今後、 ABL の取り組みは縮小する」、もしくは  ABL の取り組みを予定していない」理由 （複数回答）

については、 社内に評価やモニタリングに係るノウハウがないから」 （50.5%）となり、昨年度調査に引

き続き最も多くなった。続いて ABL の融資の対象となりうる取引先を見つけることが困難だから」

（30.1%）、 客観的 ・合理的な評価を得ることが困難だから」 （30.1%）、 ABL の推進にあたり、人員を割

く余裕がないから」（25.2%）となった。 

昨年度 （2016 年度）調査の結果との比較を行ったところ、 社内に評価やモニタリングに係るノウハウ

がないから」という理由が昨年よりその比率が減少している。 

業態別に確認すると、信用金庫及び信用組合、系統金融機関において  社内に評価やモニタリングに係

るノウハウがないから」が比較的高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24.ABL 取組を予定していない、もしくは縮小する理由 
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ABLの融資の対象となりうる取引先を見つけることが困難だから

取引先が実施したことがないから

評価の為にｺｽﾄがかかりすぎるから

客観的･合理的な評価を得ることが困難だから

譲渡担保と競合する権利関係が不透明だから

登記や契約の手続きが面倒だから

担保物件のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに手間がかかるから

社内に評価やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係るﾉｳﾊｳがないから

ABLの推進に当たり､人員を割く余裕がないから

取引先のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ能力が不安だから

担保物件を処分する際に取引先の協力が得られるか不安だから

処分ﾙｰﾄが確保できないから

担保物件が散逸してしまうﾘｽｸが大きいから

担保物件を換価する場合のﾘｰｶﾞﾙﾘｽｸが不安だから

ABLについて参考となる情報が少ないから

ABL市場が小さいから

社内規定上取り組みが困難であるから

その他

%

2016年度調査 n=105 2017年度調査 n=103

2016年

2017年
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表 4.ABL 取組を予定していない、もしくは縮小する理由（業態別） 

 

 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

8 20 3

0.0 0.0 0.0 27.6 40.8 0.0 18.8 0.0

7 9 4

0.0 0.0 0.0 24.1 18.4 0.0 25.0 0.0

3 8 4

0.0 0.0 0.0 10.3 16.3 0.0 25.0 0.0

8 12 11

0.0 0.0 0.0 27.6 24.5 0.0 68.8 0.0

2 3 2

0.0 0.0 0.0 6.9 6.1 0.0 12.5 0.0

4 6 2

0.0 0.0 0.0 13.8 12.2 0.0 12.5 0.0

5 11 4 1

0.0 0.0 0.0 17.2 22.4 0.0 25.0 25.0

1 15 26 9 1

0.0 50.0 0.0 51.7 53.1 0.0 56.3 25.0

1 8 11 5 1

33.3 0.0 0.0 27.6 22.4 0.0 31.3 25.0

4 1

0.0 0.0 0.0 0.0 8.2 0.0 6.3 0.0

1 3 2

0.0 0.0 0.0 3.4 6.1 0.0 12.5 0.0

7 6 4

0.0 0.0 0.0 24.1 12.2 0.0 25.0 0.0

5 6 3

0.0 0.0 0.0 17.2 12.2 0.0 18.8 0.0

3 3 2

0.0 0.0 0.0 10.3 6.1 0.0 12.5 0.0

2 8 6

0.0 0.0 0.0 6.9 16.3 0.0 37.5 0.0

4 2 1

0.0 0.0 0.0 13.8 4.1 0.0 6.3 0.0

1 2 5 3 1

33.3 0.0 0.0 6.9 10.2 0.0 18.8 25.0

2 1 3 7 2

66.7 50.0 0.0 10.3 14.3 0.0 0.0 50.0

3 2 29 49 16 4

100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0

※第二地方銀行、政府系金融機関は該当する金融機関がなかった。

処分ﾙｰﾄが確保できないから

ABLの融資の対象となりうる取引先を見つけることが困難だから

取引先が実施したことがないから

評価の為にｺｽﾄがかかりすぎるから

客観的･合理的な評価を得ることが困難だから

譲渡担保と競合する権利関係が不透明だから

登記や契約の手続きが面倒だから

担保物件のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに手間がかかるから

社内に評価やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係るﾉｳﾊｳがないから

ABLの推進に当たり､人員を割く余裕がないから

取引先のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ能力が不安だから

担保物件を処分する際に取引先の協力が得られるか不安だから

回答機関数合計

担保物件が散逸してしまうﾘｽｸが大きいから

担保物件を換価する場合のﾘｰｶﾞﾙﾘｽｸが不安だから

ABLについて参考となる情報が少ないから

ABL市場が小さいから

社内規定上取り組みが困難であるから

その他
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３．ABL の推進に向けた取り組み 

 

Q16.ABL 案件発掘時の課題 

ABL 案件発掘時についての課題 （複数回答）について ABL を実施した機関の約半数程度が、 物件の担

保としての適性について判断ができないこと」（48.0%） 資産の管理状態について 把握ができていない

こと」（49.4%）、を挙げている。 

業態別では、表 5の通りであり、第二地方銀行において  資産の管理状態について把握できないこと」

を課題としてあげる割合がやや高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25.ABL 案件発掘時の課題 

 

表 5.ABL 案件発掘時の課題（業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.4

11.5

20.0

32.1

46.5

11.8

39.4

17.4

19.7

5.3

5.0

48.0

9.0

18.2

29.2

49.4

10.7

41.3

14.5

18.8

4.0

6.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

物件の担保としての適性について判断ができないこと

融資対象先の商流が確認できないこと

ABLの融資対象先企業を絞り込めていないこと

ABLに対する企業の認知度が低いこと

資産の管理状態について把握ができていないこと

単独でABLに取り組むのはﾘｽｸが大きいこと

ABLを推進する体制を構築できていないこと

ABL実施の手続き方法が貴行内で定まっていないこと

支店の担当者が理解できないこと

その他

特になし

%

2016年度調査 n=340（MA)      2017年度調査 n=346（MA)

2016年

2017年

案件発掘時の課題
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

16 16 95 31 2 6

0.0 37.2 50.0 51.1 55.4 50.0 31.6 0.0

2 6 14 7 2

0.0 4.7 18.8 7.5 12.5 0.0 10.5 0.0

5 6 37 13 2

0.0 11.6 18.8 19.9 23.2 0.0 10.5 0.0

1 19 13 53 14 1

25.0 44.2 40.6 28.5 25.0 0.0 0.0 50.0

2 18 21 88 30 2 10

50.0 41.9 65.6 47.3 53.6 50.0 52.6 0.0

2 5 20 9 1

0.0 4.7 15.6 10.8 16.1 0.0 5.3 0.0

12 8 95 24 4

0.0 27.9 25.0 51.1 42.9 0.0 21.1 0.0

3 33 11 3

0.0 7.0 0.0 17.7 19.6 0.0 15.8 0.0

12 10 31 12

0.0 27.9 31.3 16.7 21.4 0.0 0.0 0.0

2 4 5 1 2

50.0 9.3 0.0 2.7 1.8 0.0 10.5 0.0

1 3 8 4 2 4 1

25.0 7.0 0.0 4.3 7.1 50.0 21.1 50.0

4 43 32 186 56 4 19 2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
回答機関数合計

物件の担保としての適性について判断ができないこと

融資対象先の商流が確認できないこと

ABLの融資対象先企業を絞り込めていないこと

ABLに対する企業の認知度が低いこと

資産の管理状態について把握ができていないこと

単独でABLに取り組むのはﾘｽｸが大きいこと

ABLを推進する体制を構築できていないこと

ABL実施の手続き方法が自行内で定まっていないこと

支店の担当者が理解できないこと

その他

特になし
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Q17.担保価値評価時の課題 

担保価値評価時の課題 （n=346）（複数回答）については、 自行 （庫 ・社）内で評価を内製化できる体

制 ・ノウハウが確立されていないこと」 （72.0%）、 業界で一般的な評価の手法 ・プロススが確立されてい

ないこと」 （35.3%）  外部評価会社の依頼費用が高いこと」 （32.4%）が比較的多くあげられた。昨年度 （2016

年度）との比較では、5ポイント以上の変化がある項目はなく、特筆すべき項目はみられなかった。 

業態別では、第二地方銀行、信用金庫 ・信金中央金庫で  自行 （庫 ・社）内で評価する体制 ・ノウハウ

が確立されていないこと」をあげる比率が高くなっている。また、地方銀行、第二地方銀行で  外部評価

会社の評価費用が高いこと」を課題にあげる割合がやや高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26.担保価値評価時の課題 

 

 

表 6.担保評価時の課題（業態別） 
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業界で一般的な評価の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

貴行内で評価を内製化できる体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

外部評価会社ごとに評価に関する考え方に違いがあること

外部評価会社の評価業務に要する時間がかかりすぎること

外部評価会社の評価の前提条件や判断過程の当否が判断できないこと

外部評価会社の評価費用が高いこと

外部評価会社の評価額と処分価額との間に大きな乖離が生じうること

その他

特になし

%

2016年度調査 n=338（MA） 2017年度調査 n=346（MA)   

2016年

2017年

担保評価時の課題
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

16 13 58 24 3 8

0.0 37.2 40.6 31.2 42.9 75.0 42.1 0.0

31 29 145 37 7

0.0 72.1 90.6 78.0 66.1 0.0 36.8 0.0

1 4 4 11 1

25.0 9.3 12.5 5.9 0.0 0.0 5.3 0.0

1 1 1 6 1 1

25.0 2.3 3.1 3.2 1.8 25.0 0.0 0.0

9 2 18 1

0.0 20.9 6.3 9.7 1.8 0.0 0.0 0.0

4 30 20 46 8 1 3

100.0 69.8 62.5 24.7 14.3 25.0 15.8 0.0

3 9 7 17 2 2

75.0 20.9 21.9 9.1 3.6 0.0 10.5 0.0

6 1 1 1

0.0 0.0 0.0 3.2 1.8 0.0 5.3 50.0

1 19 10 1 6 1

0.0 2.3 0.0 10.2 17.9 25.0 31.6 50.0

4 43 32 186 56 4 19 2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

外部評価会社の評価額と処分価額との間に大きな乖離が生じうること

その他

特になし

回答機関数

業界で一般的な評価の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

自行内で評価を内製化できる体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

外部評価会社ごとに評価に関する考え方に違いがあること

外部評価会社の評価業務に要する時間がかかりすぎること

外部評価会社の評価の前提条件や判断過程の当否が判断できないこと

外部評価会社の評価費用が高いこと
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Q18.担保設定時の課題 

担保設定時の課題 （n=341）（複数回答）について、 譲渡登記が信用不安の風評被害を起こす懸念があ

ること」 （36.1%）となっており、昨年度(2016 年度)調査に引き続き課題と感じている。次に多いのが  動

産譲渡登記を具備しても、先に占有改定を受けた譲受人に優先しないこと」 （23.2%）、 債権に譲渡禁止特

約が付いてくることが多く、これを解除できないこと」 （20.2%）となった。昨年度 （2016 年度）調査結

果と比べると、各項目においてその割合が減少しており、 特になし」が増加している。業態別では、 譲

渡登記が信用不安の風評被害を起こす懸念があること」の項目で地方銀行、第二地方銀行において課題と

してあげる割合が半数を超えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27.担保設定時の課題 

 

 

表 7.担保設定時の課題（業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.3

6.6

15.9

21.6

24.6

12.3

14.7

17.4

38.7

5.4

24.6

20.2

4.7

13.8

16.7

23.2

10.3

14.4

13.8

36.1

4.7

29.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

債権に譲渡禁止特約が付いていることが多く､これを解除できないこと

債権に抗弁が付いていることが多く､担保取得できないこと

後順位譲渡担保権の取扱いが不明確であること

譲渡担保権者に､動産の保有者としての法的責任が及ぶ可能性があること

動産譲渡登記を具備しても､先に占有改定を受けた譲受人に優先しないこと

対象動産について､前執務日段階で登記がされていないことしか把握できないこと

実態に即して登記事項を変更することができないこと

譲渡担保権放棄後の残存物件に対して､管理責任が問われる可能性があること

譲渡登記が信用不安の風評被害を起こす懸念があること

その他

特になし

%

2016年度調査 n=333（A) 2017年度調査 n=341（MA)

2016年

2017年

都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

農業系統

金融機関
その他

3 15 6 33 7 3 2

75.0 34.9 18.8 18.1 12.5 0.0 16.7 100.0

1 3 7 2 3

25.0 7.0 0.0 3.8 3.6 0.0 16.7 0.0

8 6 18 9 2 4

0.0 18.6 18.8 9.9 16.1 50.0 22.2 0.0

1 9 7 30 6 1 3

25.0 20.9 21.9 16.5 10.7 25.0 16.7 0.0

3 15 10 34 13 1 3

75.0 34.9 31.3 18.7 23.2 25.0 16.7 0.0

1 8 4 17 1 4

25.0 18.6 12.5 9.3 1.8 0.0 22.2 0.0

2 13 8 16 6 1 3

50.0 30.2 25.0 8.8 10.7 25.0 16.7 0.0

1 7 6 22 6 2 3

25.0 16.3 18.8 12.1 10.7 50.0 16.7 0.0

2 23 18 61 13 5 1

50.0 53.5 56.3 33.5 23.2 0.0 27.8 50.0

1 1 7 5 1 1

25.0 0.0 3.1 3.8 8.9 25.0 5.6 0.0

5 5 63 19 1 8

0.0 11.6 15.6 34.6 33.9 25.0 44.4 0.0

4 43 32 182 56 4 18 2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
回答機関数

債権に譲渡禁止特約が付いていることが多く､これを解除できないこと

債権に抗弁が付いていることが多く､担保取得できないこと

後順位譲渡担保権の取扱いが不明確であること

譲渡担保権者に､動産の保有者としての法的責任が及ぶ

可能性があること

動産譲渡登記を具備しても､先に占有改定を受けた譲受人に

優先しないこと

対象動産について､前執務日段階で登記がされていないことしか

把握できないこと

実態に即して登記事項を変更することができないこと

譲渡担保権放棄後の残存物件に対して､管理責任が問われる

可能性があること

譲渡登記が信用不安の風評被害を起こす懸念があること

その他

特になし
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Q19.一般担保として取り扱うに当たっての課題 

ABL による動産 ・債権担保を一般担保として取り扱うに当たっての課題として解決困難なもの （n=344）

（複数回答） については、 動産につき適切な換価手段を確保すること」 （56.7%）が 最も多く、 動産の

数量及び品質等を継続的にモニタリングすること」 （43.0%）、 客観性 ・合理性のある方法による動産の評

価を実際に実施 （外部から取得）すること」 （36.0%）と続いた。昨年度 （2016 年度）調査結果と比較す

ると、 動産につき適切な換価手段を確保すること」の割合が 6.0 ポイント減少している。 

業態別では、昨年度調査に引き続き、 動産につき適切な換価手段を確保すること」が地方銀行、第二

地方銀行でやや高い比率となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28.一般担保として取り扱うに当たっての課題として解決困難なもの 

 

 

表 8.一般担保として取り扱うに当たっての課題として解決困難なもの（業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般担保として取り扱う要件としての課題
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

2 1 7 41 8 2 6

50.0 2.4 21.9 22.0 14.3 50.0 33.3 0.0

1 17 11 88 22 2 7

25.0 40.5 34.4 47.3 39.3 50.0 38.9 0.0

1 18 6 74 19 6

25.0 42.9 18.8 39.8 33.9 0.0 33.3 0.0

2 35 24 102 24 1 7

50.0 83.3 75.0 54.8 42.9 25.0 38.9 0.0

2 20 12 28 8 4

50.0 47.6 37.5 15.1 14.3 0.0 22.2 0.0

1 2 8 46 14 1 4

25.0 4.8 25.0 24.7 25.0 25.0 22.2 0.0

15 12 62 13 4

0.0 35.7 37.5 33.3 23.2 0.0 22.2 0.0

19 13 58 14 3

0.0 45.2 40.6 31.2 25.0 0.0 16.7 0.0

1 19 11 44 9 5

25.0 45.2 34.4 23.7 16.1 0.0 27.8 0.0

3 3 1

0.0 7.1 0.0 1.6 1.8 0.0 0.0 0.0

18 12 2 2 2

0.0 0.0 0.0 9.7 21.4 50.0 11.1 100.0

4 42 32 186 56 4 18 2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
回答機関数

動産の対抗要件を適切に具備すること

動産の数量および品質等を継続的にﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞすること

客観性･合理性のある方法による動産の評価を実際に実施すること

動産につき適切な換価手段を確保すること

動産の性質に応じて実行時の適切な手続きをあらかじめ確立しておくこと

債権の対抗要件を適切に具備すること

債権に関し､第三債務者の信用力判断に必要となる情報を

随時入手できる状態にすること

債権に関し､第三債務者の財務状況に関する継続的な

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施すること

債権に関し､貸倒率を合理的に算定すること

その他

特になし

22.5

44.1

37.9

62.7

28.4

22.8

31.7

29.3

28.4

3.6

9.2

19.5

43.0

36.0

56.7

21.5

22.1

30.8

31.1

25.9

2.0

10.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

動産の対抗要件を適切に具備すること

動産の数量および品質等を継続的にﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞすること

客観性･合理性のある方法による動産の評価を実際に実施すること

動産につき適切な換価手段を確保すること

動産の性質に応じて実行時の適切な手続きをあらかじめ確立しておくこと

債権の対抗要件を適切に具備すること

信用力判断に必要となる情報を随時入手できる状態にすること

財務状況に関する継続的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施すること

債権に関し､貸倒率を合理的に算定すること

その他

特になし

%

2016年度調査 n=338（MA)     2017年度調査 n=344（MA)

2016年

2017年
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Q20.ABL の管理・モニタリングに関する課題 

ABL の管理 ・モニタリングに関する課題について、昨年度に続き  体制 ・ノウハウが確立されていない

こと」 （57.2%）が最も多くあげられた。次いで、 モニタリングの業務負荷が大きいこと」 （48.6%）、 管

理業務に時間・手間がかかりすぎること」（43.1%）となっている。 

業態別では、信用金庫 ・信金中央金庫、信用組合において  行内の体制 ・ノウハウが確立されていない

こと」を課題としてあげる比率が高く、地方銀行、第二地方銀行は  モニタリングの業務負荷が大きいこ

と」を課題としてあげる比率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29.ABL の管理・モニタリングに関する課題 

 

 

表 9.ABL の管理・モニタリングに関する課題（業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.3

56.0

43.2

11.3

47.6

0.9

18.5

1.5

1.2

8.0

23.4

57.2

43.1

13.6

48.6

2.0

21.1

1.7

1.4

10.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

業界で一般的な管理の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

貴行の体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

管理業務に時間･手間がかかりすぎること

貴行の担保資産の管理ｼｽﾃﾑの改修が必要であること

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの業務負荷が大きいこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社との連携がうまくいかないこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社への依頼費用が高いこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社を活用したいが､問い合わせ先がわからないこと

その他

特になし

%

2016年度調査 n=336  （MA） 2017年度調査 n=346  （MA）

2016年

2017年

管理・モニタリングに関する課題
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

1 9 6 40 21 2 2

25.0 20.9 18.8 21.5 37.5 50.0 10.5 0.0

1 16 10 125 37 1 8

25.0 37.2 31.3 67.2 66.1 25.0 42.1 0.0

4 24 23 75 14 3 6

100.0 55.8 71.9 40.3 25.0 75.0 31.6 0.0

6 5 25 9 2

0.0 14.0 15.6 13.4 16.1 0.0 10.5 0.0

4 29 24 82 18 2 8 1

100.0 67.4 75.0 44.1 32.1 50.0 42.1 50.0

2 3 1 1

0.0 0.0 6.3 1.6 1.8 0.0 5.3 0.0

3 14 13 32 7 1 3

75.0 32.6 40.6 17.2 12.5 25.0 15.8 0.0

6

0.0 0.0 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0

1 2 1 1

25.0 0.0 0.0 1.1 1.8 0.0 0.0 50.0

1 19 9 1 5 1

0.0 2.3 0.0 10.2 16.1 25.0 26.3 50.0

4 43 32 186 56 4 19 2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社への依頼費用が高いこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社を活用したいが､問い合わせ先がわからないこと

その他

特になし

回答機関数

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社との連携がうまくいかないこと

業界で一般的な管理の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

自行の体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

管理業務に時間･手間がかかりすぎること

自行の担保資産の管理ｼｽﾃﾑの改修が必要であること

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの業務負荷が大きいこと
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Q21.担保物件の換価処分に関する課題 

担保物件の換価処分に関する課題 （n=344） （複数回答）について、昨年度 （2016 年調査）に続き  処

分業務のプロススが確立されていないこと」 （64.5%）が最も多く、 取引先が勝手に処分してしまう可能

性が高く、事前に止めることが困難であること」 （42.2%）、 適切な処分業者を見つけるのが困難であるこ

と」 （38.7%） が続いた。業態別では、 処分業務のプロススが確立されていないこと」の項目は、政府系

金融機関、信用金庫・信金中央金庫でその比率が特に高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30.担保物件の換価処分に関する課題 

 

 

表 10.担保物件の換価処分に関する課題（業態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.9

47.5

65.7

36.4

32.8

14.9

19.1

4.5

15.5

1.2

1.5

9.3

15.1

42.2

64.5

38.7

31.7

15.4

19.8

5.8

16.0

2.0

1.7

9.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

取引先による処分先の紹介や処分への協力が不十分であること

取引先が勝手に処分をしてしまう可能性が高く､事前に止めることが困難であること

処分業務のﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

適切な処分業者を見つけるのが困難であること

処分に時間を要すること

処分価額が評価額に比べて低すぎること

処分に要するｺｽﾄが大きいこと

優越的地位の乱用などで貴行の評判が悪化しかねないこと

換価処分により取引先の風評悪化を招いたり､破綻の引き金となる恐れがあること

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝを組成する場合に､参加金融機関間で利害が衝突しやすいこと

その他

特になし

%

2016年度調査 n=335（MA) 2017年度調査 n=344（MA)

2016年

2017年

担保物件の換価処分に関する課題
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関
その他

4 6 28 8 1 5

0.0 9.3 18.8 15.1 14.3 25.0 26.3 0.0

4 16 22 69 21 2 11

100.0 37.2 68.8 37.3 37.5 50.0 57.9 0.0

2 29 16 126 33 3 12

50.0 67.4 50.0 68.1 58.9 75.0 63.2 0.0

21 13 68 19 2 9

0.0 48.8 40.6 36.8 33.9 50.0 47.4 0.0

1 18 13 47 20 1 9

25.0 41.9 40.6 25.4 35.7 25.0 47.4 0.0

4 10 7 22 4 6

100.0 23.3 21.9 11.9 7.1 0.0 31.6 0.0

3 12 8 32 7 2 4

75.0 27.9 25.0 17.3 12.5 50.0 21.1 0.0

2 2 2 8 2 1 3

50.0 4.7 6.3 4.3 3.6 25.0 15.8 0.0

2 11 6 27 5 1 3

50.0 25.6 18.8 14.6 8.9 25.0 15.8 0.0

2 2 1 2

50.0 0.0 0.0 1.1 1.8 0.0 10.5 0.0

5 1

0.0 0.0 0.0 2.7 1.8 0.0 0.0 0.0

4 18 8 1 1 1

0.0 9.3 0.0 9.7 14.3 25.0 5.3 100.0

4 43 32 185 56 4 19 1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
回答機関数

処分に要するｺｽﾄが大きいこと

優越的地位の乱用などで自行の評判が悪化しかねないこと

換価処分により取引先の風評悪化を招いたり､

破綻の引き金となる恐れがあること

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝを組成する場合に､参加金融機関間で利害が

衝突しやすいこと

その他

特になし

処分価額が評価額に比べて低すぎること

取引先による処分先の紹介や処分への協力が不十分であること

取引先が勝手に処分をしてしまう可能性が高く､

事前に止めることが困難であること

処分業務のﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

適切な処分業者を見つけるのが困難であること

処分に時間を要すること
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Q22.民法改正を受けての債権を担保とした取組み方針  

 民法改正を踏まえての、譲渡制限特約付き債権を担保とした ABL の取組み方針（n=340）（単一回

答） については、 譲渡制限特約付き債権を担保に ABL を行っておらず､民法改正後の対応は未定」

（65.6%）が最も多かった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31.民法改正後の ABL の取り組み方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 32.民法改正後の ABL の取り組み方針（業態別） 
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＜ Q22.民法改正を受けての債権を担保とした取組み方針 」につき金融機関の声＞ 

 

A 銀行 

 譲渡制限特約付債権に関しては、改正民法施行後も債務者と第三債務者との間の譲渡制限特約自体は

有効であるので、それを勘案せずに譲渡制限特約付債権を担保取得することは、問題が多いと考えてい

る。特に率先して譲渡制限特約付債権を有する先に ABL を推進していく方針ではない。 

課題としては売掛債権を担保とする場合債権譲渡登記をするが、債権譲渡登記の一般的な認知として

マイナス評価のイメージがあり、推進が難しい場合がある。 

 

B 銀行 

民法改正後の債権譲渡制限特約付担保の対応については、取引先間での債権譲渡禁止特約が存在する

中で、取引先間における信頼関係悪化懸念が払拭されない為、積極的に進めるという事にはならないと思

う。 

 

C 銀行 

 譲渡制限特約付債権を ABL の対象として取り扱うか否かはリスクを検証した上で、今後検討予定。公

共工事では譲渡制限特約が付いていることが多く、取り組みやすい可能性がある。 

 

D 信用金庫 

以前債権譲渡担保を設定しようとした企業があったが、大手上場企業の譲渡制限特約付債権であっ

た為、断念した。改正民法施行後は、基本的には債務者にとっても不利益はないという解釈となって

いる為、対応は可能と考えている。また、施行後も債務者によっては抵抗がある場合もあるため、譲渡

登記で対応するなどして慎重に進めなければならないと考える。 
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Q23.民法改正を受けて方針が変わらない、未定の理由 

 民法改正を踏まえての、譲渡制限特約付き債権を担保とした ABL の取組み方針で、担保に ABL を行

っておらず方針は変わらない、または対応は未定とする理由については、（n=273:Q22 において ABL

を行っておらず、民法改正後も方針は変わらない、対応は未定」と回答した機関）（複数回答） 当事者

間の契約が解除･更新見送りされる懸念が払拭されていないから」（41.0％）が昨年度調査に続き最も多

くなった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 33.民法改正を受けて方針が変わらない、未定の理由 

 

 

表 11.民法改正を受けて方針が変わらない、未定の理由（業態別） 
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当事者間の契約が解除･更新見送りされる懸念が

払拭されていないから

契約違反の惹起についてｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ上の懸念が

払拭されていないから

譲渡制限特約が付いていると､一般担保として評価を行う

ことが困難だから

譲渡制限特約が付いていると､担保価値が乏しいから

その他

%

2016年度調査 n=226 （MA） 2017年度調査 n=273（MA)

2016年

2017年

方針を取る理由
都市銀行

信託銀行
地方銀行 第二地方銀行

信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系

金融機関

系統

金融機関

2 16 13 61 17 1 2

66.7 48.5 52.0 42.1 35.4 25.0 13.3

3 10 5 29 6 2 2

100.0 30.3 20.0 20.0 12.5 50.0 13.3

7 4 49 18 3

0.0 21.2 16.0 33.8 37.5 0.0 20.0

7 6 25 14 2

0.0 21.2 24.0 17.2 29.2 0.0 13.3

5 5 22 6 1 7

0.0 15.2 20.0 15.2 12.5 25.0 46.7

3 33 25 145 48 4 15

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
回答機関数

当事者間の契約が解除･更新見送りされる懸念が

払拭されていないから

契約違反の惹起についてｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ上の懸念が

払拭されていないから

譲渡制限特約が付いていると､

一般担保として評価を行うことが困難だから

譲渡制限特約が付いていると､担保価値が乏しいから

その他
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４．ローカルベンチマークについて 

 

＜ローカルベンチマークとは？＞ 

2016年3月4日、経済産業省は ローカルベンチマーク」を策定しました。 

ローカルベンチマークは、 企業の健康診断ツール」として、企業経営者や金融機関・支援機関等

が、企業の状態を把握し、双方が同じ目線で対話を行うための基本的な枠組みであり、事業性評価の

 入口」として活用されることが期待されます。具体的には、 参考ツール」を活用して、 財務情

報」（6つの指標※1）と 非財務情報」(4つの視点※2）に関する各データを入力することにより、

企業の経営状態を把握することで経営状態の変化に早めに気付き、早期の対話や支援につなげていく

ものです。 

 

（※1）6つの指標 ①売上増加率（売上持続性）、②営業利益率（収益性）、③労働生産性（生産

性）、 

④EBITDA有利子負債倍率（健全性）、⑤営業運転資本回転期間（効率性）、⑥自己資本比率

（安全性） 

（※2）4つの視点 ①経営者への着目、②事業への着目、③関係者への着目、④内部管理体制への着

目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/  
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Q24.ローカルベンチマークの認知度  

ローカルベンチマークの認知度については、 内容をよく知っている」（74.1%）と回答した企業が全体

の 7割を超えた。昨年度 （2017 年度）調査と比較しても、2.5 ポイント増加し、認知度の高まりがうかが

える。 

業態別では、昨年度調査に引き続き、地方銀行や第二地方銀行でローカルベンチマークの認知度が高く

9割を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34.ローカルベンチマークの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35.ローカルベンチマークの認知度 
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Q25.ローカルベンチマークの活用状況 

ローカルベンチマークの活用状況については（n=420: Q24 においてローカルベンチマークの 内容を

よく知っている」、 聞いたことがある」と回答した機関） 、 活用している」と回答した機関は約 4割程

度ある。昨年度（2017 年度）調査と比較すると 活用を検討している」と回答する機関の割合が大きく

減少しており、 活用している」、 活用しない」の二極化傾向が更に強まった。ローカルベンチマークの

開始時期は、2017 年が 69 先と最も多く、総活用件数の合計は 65,514 件であり、件数別にみると 100

件以上 500 件未満」が約 3割程度と最も多い。 

業態別では、地方銀行、第二地方銀行、信用金庫 ・信金中央金庫において  活用している」が 4割超と

なった。 

 

 
 

図 36.ローカルベンチマークの活用状況 

 

 

 
 

図 37.ローカルベンチマークの活用開始時期 
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図 38.ローカルベンチマークの活用状況（件数別） 2018 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39.ローカルベンチマークの活用状況（業態別） 2018 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 40.ローカルベンチマークの活用状況（業態別） 2017 年度 
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Q26.ローカルベンチマークの活用目的 

ローカルベンチマークの活用目的については  （n=259: Q25 においてローカルベンチマークを  活用し

ている」、 活用を検討している」と回答した機関）（複数回答）、 事業性評価の入口として活用している

（あるいは活用を検討している）」が 81.6%であり、最も多くなった。次いで、 企業との対話ツールとし

て活用している（あるいは活用を検討している）」（69.9%）、であった。 

※  企業の企業価値向上や生産性向上支援のきっかけとして活用している」、 業績評価項目の一部に組

み入れている」の 2項目は 2018 年度調査より追加した新設項目。 

 
 

図 41.ローカルベンチマークの活用目的 

 

Q27.ローカルベンチマークの活用状況 

ローカルベンチマークの活用方法については  （n=238: Q25 においてローカルベンチマークを  活用し

ている」、 活用を検討している」と回答した機関、不明 1件除く）（複数回答）、 ローカルベンチマーク

をそのまま活用（を検討）している」が 61.8%であり、最も多くなった。 

 
 

図 42.ローカルベンチマークの活用方法 
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Q28.ローカルベンチマークの支援機関との共有状況 

ローカルベンチマークの支援機関 （企業の顧問税理士や診断士、経営指導員）との共有状況については 

（n=157: Q25 においてローカルベンチマークを  活用している」と回答した機関）、 共有されていない」

（60.5%）が最も多くなった。共有されているのは、ローカルベンチマークを活用している金融機関のう

ち、1割程度にとどまった。 

 

 
 

図 43.ローカルベンチマークの支援機関との共有状況 
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Q29.ローカルベンチマークを活用後の顧客企業の効果 

ローカルベンチマークを活用後の顧客企業の効果については （n=163: Q25 においてローカルベンチ

マークを  活用している」と回答した機関、不明 4件除く）（複数回答）、 まだわからない」 （33.1%）が

最も多くなった。次いで、 顧客企業の事業計画の作成に繋がった」（27.0%）、 顧客企業の資金調達が円

滑になった」（24.5%）の順に回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 44.ローカルベンチマーク活用後の顧客企業の効果  
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顧客企業の円滑な事業承継に繋がった 

顧客企業から経営者保証を徴求しない判断の一材料となった

まだわからない

その他

特になし

%

2017年度調査 n=159（MA） 2018年度調査 n=163（MA)

2017年

2018年

※2017年調査「与信額が増加した」は「資金調達が円滑化

したと読み替え。
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Q30.ローカルベンチマーク活用後の各金融機関の効果 

ローカルベンチマーク活用後の各金融機関の効果については （n=163: Q25 においてローカルベンチマ

ークを  活用している」と回答した機関、不明 4件を除く）、 まだわからない」 （55.2%）が最も多くなっ

た。融資額が増加したと回答する金融機関も 2 割弱あるなど、ローカルベンチマークを活用している金

融機関の中には、具体的な効果を実感している先もあることが分かる。 

 
図 45.ローカルベンチマーク活用後の金融機関の効果 

 

Q31.ローカルベンチマークを活用しない理由 

ローカルベンチマークを活用しない理由については （n=181: Q25 においてローカルベンチマークを

 活用しない」と回答した機関）（複数回答）、 既存のツールを活用すれば問題ないため」 （60.2%）が最

も多い。同項目は、昨年度 （2017 年度）の調査結果と比べて、5ポイント近くその割合が増加している。

次いで、 ツールを活用しなくても、十分に企業との対話ができているため」 （25.4%）、 他の金融機関や

支援機関でどれくらい活用されているか不明なため」（19.9%）となった。 

 
 

図 46.ローカルベンチマークを活用しない理由  

17.8

4.9

4.3

3.1

15.3

55.2

11.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

融資額が増加した

取引先数が増加した

貸出金利息収入が増加した

役務収益が増加した

その他

まだわからない

特になし

%

2018年度調査 n=163

2018年

21.8

55.6

2.1

5.6

23.2

7.7

16.2

15.5

25.4

60.2

4.4

3.3

19.9

8.3

7.2

13.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

ﾂｰﾙを活用しなくても､十分に企業との対話ができているため

既存のﾂｰﾙを活用すれば問題ないため

活用したが､うまく業務に落とし込むことができなかったため

企業の定性面をどのように評価すればよいか良く分からないため

他の金融機関や支援機関でどれくらい活用されているか不明なため

どのように活用すればよいかわからないため

そもそもﾛｰｶﾙﾍﾞﾝﾁﾏｰｸについて理解が進んでいないため

その他

%
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2017年
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Q32.事業性評価シートの活用状況  

金融機関独自の事業性評価シートの活用状況については、 活用している」 （68.3%）が最も多くなった。

また、事業性評価シートの活用開始した年は、2017 年、2016 年が比較的多かった。活用している金融機

関の内、総活用件数の中央値は 287.5 件 （最大値  26,764 件、最小値  1 件）であり、総活用件数の合計

は 267,651 件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 47.事業性評価シートの活用状況  

 

 
図 48.事業性評価シートの活用開始年  
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Q33.事業性評価シートの提示状況  

金融機関独自の事業性評価シートの企業への提示状況については（n=321: Q32 において事業性評価シ

ートを  活用している」と回答した機関、不明 2件）、 企業には提示していない」 （54.2%）と回答した機

関が最も多くなった。次いで、 企業に提示している」（24.0%）であった。 

 

 
 

図 49.事業性評価シートの提示状況  
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５．FinTech(フィンテック)の融資・審査への活用 

 

Q34. FinTech(フィンテック)の融資・審査活用に向けた取組み 

FinTech(フィンテック)の融資・審査活用に向けた取組みについては、 検討したことがないが､今後検

討したい」 （49.8%）が最も多くなった。 既に取り組んでいる」と回答した機関は、本格実施、実証実験

段階の両方を含めて、4％程度にとどまり、昨年度調査との比較からも FinTech の融資・審査活用が進ん

でいないことがわかる。 

業態別では、信用組合で、 検討したことがなく、今後も検討したいと思わない」の割合が半数を超え

た。 

 
 

図 50. FinTech の融資・審査活用に向けた取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 51. FinTech の融資・審査活用に向けた取組み（業態別） 
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Q35. FinTech (フィンテック)の活用に向けた取り組み体制  

FinTech(フィンテック)の活用に向けた取り組み体制については（n=87: Q34 において 既に取り組ん

でいる」、 検討している」と回答した機関、不明2件）、 非金融事業者と連携して取り組んでいる」 （57.5%）

と回答した機関が最も多くなった。 

 
 

図 52. FinTech の取り組み体制 

 

 

Q36. FinTech(フィンテック)の融資・審査への活用状況 

FinTech(フィンテック)の融資・審査への各種データの活用状況については、（n=89: Q34 において 既

に取り組んでいる」 検討している」と回答した機関）  取引データ （口座 ・為替）」、 クラウド会計デー

タ」、 格付会社、調査会社等による属性データ」がそれぞれ 2割超、活用状況が確認された。 

 
 

図 53.各種データの活用状況  
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Q37. FinTech(フィンテック)の融資・審査活用への課題 

FinTech(フィンテック)の融資 ・審査への活用における課題については （n=114: Q34 において  既に取

り組んでいる」、 検討したことがあるが今のところ取り組む予定はない」、 検討している」と回答した機

関）、 貴行の体制が確立されていない」（54.4%）が最も高く、 企業のクラウド会計の導入が進んでいな

いため、データ量が十分でない」（45.6%）、 分析のためのデータ整備のノウハウが不足している」（38.6%）

の順に続いた。 

なお、回答は複数回答で 5つまでとした。 

 
 

図 54. FinTech 活用への課題  
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Q38. FinTech(フィンテック)の融資・審査活用時に期待する効果 

FinTech(フィンテック)の融資 ・審査活用時に期待する効果については、 （n=328:Q34 において  既に取

り組んでいる」、 検討したことあるが、今のところ取り組む予定はない」、 検討している」、 検討したこ

とがないが、今後検討したい」と回答した機関、不明 21 件を除く）（複数回答、3 つまで） 融資に至る

時間の短縮」 （73.7%）が最も多く、 融資判断の精緻化」 （44.2%）、 融資後の業況確認の効率化」 （40.6%）

が続く。2017 年のデータがない項目は 2018 年度調査で新たに設けた項目。 

業態別では、昨年度と同じく地方銀行や第二地方銀行で  融資に至る時間の短縮」を期待する効果とし

てあげる比率が高くなっている。 

 
図 55. FinTech の融資・審査活用時に期待する効果 

 

表 12. FinTech の融資・審査活用時に期待する効果（業態別） 
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Q39. FinTech(フィンテック)の融資･審査を検討しない理由 

FinTech(フィンテック)の融資 ・審査への活用時の課題については  （n=330: Q34 において  検討したこ

とないが、今後検討したい」、 検討したことがなく、今後も検討したいと思わない」と回答した機関、不

明 34 件除く）（複数回答、上位 5 つまで）、 スキルを持った人材が不足している」（44.2%）が最も多く

なった。次いで、 分析のためのデータ整備のノウハウが不足している」（39.4%）、 FinTech についてよ

く知らない、何ができるかわからない」（32.4%）となった。昨年度との比較では、 費用対効果が見込め

ない（採算が取れない）」の比率が高くなっている。 

 

 
 

図 56. FinTech の融資･審査を検討しない理由  
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６．オープン API に関する取り組み 

 

Q40.参照系 API の公開状況  

個人向け参照系 API の公開状況については、 検討していない」（41.8％）が一番多く、次いで  公開に

向けて準備中」（24.4％）、 公開済」（13.4％）となった。 

一方、法人向け参照系 API の公開状況も 検討していない」（42.0％）が一番多く、次いで 公開に向

けて準備中」（27.2%）、 公開済」（8.6％）となった。 

 

 
図 57.参照系 API の公開状況（個人）3 

 

 
図 58.参照系 API の公開状況（法人）3 

 

                                                
3各選択肢の個人又は法人の区分に対し未記載の場合は、個人、法人ともに同一の回答であるとみなし、

集計。 
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業態別にみると、個人向けはその他銀行、都市銀行 （信託銀行）、地方銀行の順で  公開済み」の割合

が高かった。 

法人向けはその他銀行、都市銀行 （信託銀行）、地方銀行の順で  公開済み」の割合が高いが、個人向

けよりも 公開向けて準備中」、 検討中」の割合の方が高くなっている。 

 
図 59.個人向け参照系 API の公開状況（業態別）4 

 
図 60.法人向け参照系 API の公開状況（業態別）4 

 

                                                
4各選択肢の個人又は法人の区分に対し未記載の場合は、個人、法人ともに同一の回答であるとみなし、

集計。 
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Q41.参照系 API 開放に伴う課題  

参照系 API 開放を行い、接続先を増やす上での課題については  （n=208: Q40 において  公開済」、 公

開に向けて準備中」と回答した機関、無回答 1件除く）（複数回答）、 参照系 API 開放による収益モデル

を描くのが難しい」が 58.2%で最も多かった。同設問項目のみが、全体の半数を超えていることからもと

りわけ課題と認識されていると言えよう。 

 次に、 接続事業者の審査事務の負担が重い」（23.6%）、 自行の顧客基盤を考えると、ニーズが限定的

だと考えられる」（17.3%）の順で多くなった。 

 

 
 

図 61. 参照系 API 開放に伴う課題 

 

 

 

＜ Q41.参照系 API 開放に伴う課題」につき金融機関の声＞ 

 

A 銀行 

接続先を増やす上での課題として、契約事務が煩雑という点が挙げられる。全国銀行協会の 

な形を活用しているが、FinTech 事業者ごとに補償やモニタリング、API の利用停止等に関する条項で修

正が発生し、契約書のやり取りだけで 2ヶ月程度を要している。 
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Q42.参照系 API 接続基盤の構築方法  

参照系 API 接続基盤の構築方法については（n=202: Q40 において 公開済」、 公開に向けて準備中」

と回答した機関、無回答 7件除く）、 IB 経由」 （87.1%）が最も多く、 勘定系直結」は 1割に満たなかっ

た。 

 

 
 

図 62.参照系 API 接続基盤の構築方法 

 

 

 

＜ Q42.参照系 API 接続基盤の構築方法」につき金融機関の声＞ 

 

A 銀行 

API の接続基盤としてベンダーX 社のインターネットバンキングシステムを使用している。当行の勘

定系システムと直接連携させる場合には、勘定系システムの開発が必要となるが、既にインターネット

バンキングで当行が利用している X社のシステムを活用することで、勘定系の開発は不要となり、接続

基盤構築にかかる費用を安く抑えることが可能となる。 

また、X 社のインターネットバンキングシステムを利用している金融機関は非常に多く、FinTech 事

業者側にとっても基本的には同じ API 仕様となるため、接続時の対応が少なくなるというメリットがあ

る。 
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Q43.参照系 API 接続料金体系  

参照系 API 接続料金体系については（n=208: Q40 において 公開済」、 公開に向けて準備中」と回答

した機関、無回答 1件除く、複数回答）、 無料」 （47.6%）が最も多くなった。 その他」（39.4%の内訳は、

 未定」や  検討中」の回答が大半であるが、次いで  上部機関が交渉」や  接続事業者毎に交渉」とい

う回答もあった。図 63の割合の合計値が 100％を超える理由は、個人向けと法人向けで対応が異なる場

合、複数回答として処理したためである 

 
 

図 63.参照系 API 接続料金体系 

 

＜ Q43.参照系 API 接続料金体系」につき金融機関の声＞ 

 

A 銀行 

これまで FinTech 事業者はスクレイピングにより無料で金融機関の口座残高を取得しており、金融機関

が API の手数料を徴求すると毎月提携金融機関に多額の手数料支払が発生することになり、FinTech 事業

者のビジネスモデルが破綻し、サービスを継続することは困難になる。一方、個人の参照系 API では銀行

からベンダーにはトランザクション毎に従量課金されるようになっているため収益化ができていない。

FinTech 事業者との連携を断るとお客様の利便性が低下してしまう問題が発生する為、現段階では個人向

けは FinTech 事業者から手数料（初期手数料・月額手数料）を徴求しない方針である。 

法人向け API については FinTech 事業者から手数料（初期・月額手数料）を徴求する予定である。ま

た、利用者は API を利用するためには IB の利用が必須であるため、法人については IB の月額手数料はか

かる。 
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Q44.参照系 API 接続基盤提供にあたってのコスト  

参照系 API 接続基盤提供にあたってのコストについては（n=206: Q40 において 公開済」、 公開に向

けて準備中」と回答した機関、無回答 3件除く）、 定額制＋従量課金」 （30.6%）が最も多くなった。 そ

の他」の内訳は、公開に向けて準備中の機関が本設問項目の回答対象となっていたため、 未定」や  検

討中」の回答が大半であるが、 上部機関が交渉」や  IB システム料金を適応」、 初期導入費用のみ」も

みられた。 

 
 

図 64.参照系 API 接続基盤提供コスト 

 

Q45.参照系 API 開放を行わない理由  

参照系 API 開放を行わない理由ついては（n=271: Q40 において 検討中」、 公開しない」、 特に貴行

（庫 ・社）内で検討していない」と回答した機関、無回答 2件除く）、 十分なスキュリティ対策を行うこ

とが難しい」（40.6%）、 ニーズが限定的だと考えられる」（39.9%）の 2項目が全体の 4割程度となった。 

 
図 65.参照系 API 開放を行わない理由 
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Q46.更新系 API の公開状況  

個人向け更新系 API の公開状況については、 検討していない」（49.8％）が一番多く、次いで  検討中」

（25.1％）、 公開しない」（14.6％）となった。 

一方、法人向け更新系 API の公開状況も 検討していない」（50.6％）が一番多く、次いで 検討中」

（26.5%）、 公開しない」（15.0％）となった。 

 

 
図 66.個人向け更新系 API の公開状況5 

 

 
図 67.法人向け更新系 API の公開状況 5 

  

                                                
5 各選択肢の個人又は法人の区分に対し未記載の場合は、個人、法人ともに同一の回答であるとみな
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業態別にみると、個人向けはその他の銀行、都市銀行 （信託銀行）、地方銀行の順で  公開済み」の割

合が高かった。 

法人向けもその他の銀行、都市銀行（信託銀行）、地方銀行の順で 公開済み」の割合が高かった。 

図 68 と図 69 について、個人又は法人の区分の設問に対し無回答の場合は個人、法人の両方にカウン

トしている。 

 
図 68.個人向け更新系 API の公開状況（業態別）6 

 

 
図 69.法人向け更新系 API の公開状況（業態別）6 

                                                
6各選択肢の個人又は法人の区分に対し未記載の場合は、個人、法人ともに同一の回答であるとみなし、

集計。 
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Q47.更新系 API 開放に伴う課題  

更新系 API 開放を行い、接続先を増やす上での課題については （n=63: Q46 で公開済、公開に向けて

準備中と回答した機関）（複数回答）、 更新系 API 開放による収益モデルを描くのが難しい」が 63.5%で

最も多かった。参照系 API 開放に伴う接続先を増やす上での課題（Q41）と同様の結果であった。 

 次に、 接続事業者の審査事務の負担が重い」（41.3%）、 十分なスキュリティ対策を行うことが難しい」

（38.1%）の順で多くなった。 

 
 

図 70.更新系 API 開放に伴う課題 

 

＜ Q47.更新系 API 開放に伴う課題」につき金融機関の声＞ 

 

A 銀行 

X 社のインターネットバンキングシステムにおいて、更新系 API（個人向け）はまだ自分宛て振替 

（同一名義、同一支店の口座間の振込）に留まっている。不正送金のリスクが発生する第三者宛てへの振

り込みが安全に可能となるシステムが開発されないと更新系 API の活用ができないと思う。 

最初は自分の電子マネーにチャージするというサービス等から着手していくことになるのではないか。

更新系 API （法人向け）は現在第三者宛ての振込みも可能となっているが、振込データを送っただけでは

振込み完了とはならず、その後インターネットバンキングにログインして承認する必要がある為、利便性

が良いと言いにくい。 
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Q48.更新系 API 接続基盤の構築方法  

更新系 API 接続基盤の構築方法については （n=63: Q46 において  公開済」、 公開に向けて準備中」と

回答した機関）、 IB 経由」（69.8%）が最も多く、 勘定系直結」は 2割程度となった。 

 

 
 

図 71.更新系 API 接続基盤の構築方法 

 

 

Q49.更新系 API 接続料金体系  

更新系 API 接続料金体系については （n=63: Q46 において  公開済」、 公開に向けて準備中」と回答し

た機関、複数回答）、その他 （50.8%）が最も多くなった。 その他」の内訳は、公開に向けて準備中の機

関が本設問項目の回答対象となっていたため、 未定」や  検討中」の回答が大半であった。次いで、 無

料」（25.4%）が多かった。 

図 72 の割合の合計値が 100％を超える理由は、個人向けと法人向けで対応が異なる場合、複数回答と

して処理したためである 

 
 

図 72.更新系 API 接続料金体系 
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Q50.更新系 API 接続基盤提供にあたってのコスト  

更新系 API 接続基盤提供にあたってのコストについては （n=62: Q46 において  公開済」、 公開に向け

て準備中」と回答した機関）、 定額制」（32.3%）が最も多く、次いで、 定額制＋従量課金」 （30.6%）が

多くなった。 その他」の内訳は、公開に向けて準備中の機関が本設問項目の回答対象となっていたため、

 未定」や 検討中」の回答が大半であった。 

 
 

図 73.更新系 API 接続基盤提供コスト 

 

 

Q51.更新系 API 開放を行わない理由  

更新系 API 開放を行わない理由については（n=413: Q46 において 検討中」、 公開しない」、 検討し

ていない」と回答した機関、無回答 6件除く）、 十分なスキュリティ対策を行うことが難しい」（39.7%）、

 ニーズが限定的だと考えられる」（31.2%）が上位となり、概ね参照系 API 開放を行わない理由（Q45）

と類似した結果となった。 

 
 

図 74.更新系 API 開放を行わない理由 
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７．インターネットバンキングの普及・推進状況 

 

Q52.インターネットバンキングの利用状況  

インターネットバンキングの利用状況（金融機関数7）については、各金融機関の法人顧客におけるイ

ンターネットバンキング契約率を算出した。まず、契約率の単純平均8を行ったところ、FBを除いた単純

平均は 8.68％、FBを含んだ単純平均は 9.77％となった。法人顧客数による重みづけ （加重平均9）を行っ

た場合、FBを除いた加重平均は 8.67％、FBを含んだ加重平均は 10.14％であった。 

図 75、76 からは、FB を含む、FB を除く、いずれの場合においても、契約率が 5％未満の金融機関の

割合が高い様子が見て取れる。 

 ※FB（ファームバンキング） インターネット回線を利用したデータ通信サービス 

 
図 75.法人顧客におけるインターネットバンキングの契約率（FB除く） 

 
図 76. 法人顧客におけるインターネットバンキングの契約率（FB含む） 

                                                
7 金融機関毎の調査の為、契約企業の重複がある点、留意が必要。 

8 各金融機関の契約率の合計）÷金融機関数×100（％）で算出。 

9 （各金融機関の契約顧客数の合計）÷（各金融機関の法人顧客数の合計）×100（％）で算出。 
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Q53.法人顧客におけるインターネットバンキングの利用推進策  

法人顧客におけるインターネットバンキングの利用推進策 （複数回答）について、 決済手数料の優遇」

（46.6%）が最も多かった。昨年度との比較においても  決済手数料の優遇」をインターネットバンキン

グ利用推進策として挙げる機関の割合が増加している。 

業態別では、地方銀行や第二地方銀行において  決済手数料の優遇」を利用推進策として挙げる比率が

高くなっている。 

 

 
 

図 77.インターネットバンキングの利用推進策 

 

 

表 13.インターネットバンキングの利用推進策（業態別） 
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3 26 19 122 37 0 7 1
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1 8 4 31 13 1 6 0
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Q54.インターネットバンキングの普及･利用推進における課題 

インターネットバンキングの普及･利用推進における課題 （複数回答）については、 企業側にインター

ネットバンキングのスキュリティへの懸念がある」 （35.9%）が最も多かった。次いで  企業側のインター

ネットスキルが不足している」（34.8%）、 企業側の慣習変更に関しての障壁が高い」（31.5%）と続いた。 

業態別では、第二地方銀行で  企業側にインターネットバンキングのスキュリティへの懸念がある」を

課題として挙げる比率が高かった。 

 
図 78.インターネットバンキングの普及・利用推進における課題 

 

表 14.インターネットバンキングの普及・利用推進における課題（業態別） 
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